
第５節　情報流通

1 全国の情報流通

情報流通量が加速度的に増加
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我々は、膨大な量と多様な性質をもった情報が流

通する情報環境の中で生活をしている。情報環境は、

①放送、新聞、雑誌等のマスメディアによって形成

される社会的情報環境と、②通信、郵便、対話など

の対人的なパーソナルメディアによって形成される

対人的情報環境に大きく分類される。インターネッ

トは、パーソナルメディアとマスメディア的性格を

兼ね備えている。

総務省では、情報環境を形成する多様な情報流通

量を総合的にかつ定量的に把握するため、「情報流通

センサス」調査を行っている。同調査をもとに、過

去10年間の我が国における情報流通量の推移におい

て、いずれの情報流通量も一貫して増加しており、

とりわけ近年その増加は著しいものとなっている

（図表）。過去10年間（平成3年度から13年度）の年平

均増加率は、原発信情報量が28.5％、発信情報量が

24.2％、選択可能情報量が9.8％、消費可能情報量が

8.4％、消費情報量が17.5％となっている。また、過

去5年間（平成8年度から13年度）の年平均増加率は、

原発信情報量が39.7％、発信情報量が35.4％、選択可

能情報量が13.9％、消費可能情報量が11.7％、消費情

報量が27.3％となっている。さらに、対前年増加率

は、原発信情報量が33.2％、発信情報量が31.3％、選

択可能情報量が10.5％、消費可能情報量が9.8％、消

費情報量が27.0％となっており、いずれの情報流通

量も増加している。これは、情報化、ネットワーク

化の進展等に伴い、「専用サービス（データ伝送）」

の情報流通量が毎年加速度的に増加していることに

よる。
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原発信情報量 
発信情報量 
選択可能情報量 
消費可能情報量 
消費情報量 

328.2 
484.9 

16,820.8 
3,573.5 
964.3

349.4 
503.2 

17,646.9 
3,726.4 
986.3

378.2 
531.6 

18,660.1 
3862.1 
1,028.7

419.1 
574.2 

19,527.5 
3,930.1 
1,071.3

545.1 
705.9 

20,972.5 
4,224.9 
1,234.9

759.2 
928.4 

22,320.9 
4,593.1 
1,443.0

4,039.2 
4,219.0 
42,798.0 
7,974.8 
4,828.0

951.3 
1,124.5 
26,888.8 
4,872.4 
1,647.9

1,151.8 
1,325.4 
30,323.5 
5,235.8 
1,870.6

2,208.0 
2,383.6 
34,757.2 
6,371.0 
2,936.8

3,033.0 
3,214.0 
38,740.6 
7,261.6 
3,800.8

増加率 
（H13/H12） 

平均増加率 
（H13/H8） 

平均増加率 
（H13/H3） 

33.2% 
31.3% 
10.5% 
9.8% 
27.0%

28.5% 
24.2% 
9.8% 
8.4% 
17.5%

39.7% 
35.4% 
13.9% 
11.7% 
27.3%

（年度） 

（ペタビット  
（＝1015ビット）） 

（ペタビット  
（＝1015ビット）） 

※　様々な種類の情報をビット換算した値 

（出典）「情報流通センサス調査」 
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図表　我が国における情報流通量の推移



発信情報量に比べ、消費情報量では地域格差は小さい
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2 地域の情報流通
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平成13年度における発信情報量の都道府県別のシ

ェアは、東京都が16.1％と最も大きく、2位の大阪府

（6.6％）以下、他の道府県と比較して突出している。

また、住民1人当たりの発信情報量では、群馬県（全

都道府県平均の1.99倍）、石川県（同1.96倍）、東京都

（同1.74倍）、奈良県（同1.63倍）、徳島県（同1.63倍）

等が大きくなっている。（図表①）。

平成13年度における選択可能情報量の都道府県別

のシェアは、発信情報量と同様、東京都が13.1％と

最も大きく、2位の大阪府（9.0％）以下、他の道府

県と比較して突出しているものの、発信情報量と比

較するとその突出の程度はやや低い。また、住民1人

当たり選択可能情報量では、山梨県（全都道府県平

均の1.70倍）、三重県（同1.61倍）、東京都（同1.56倍）、

大阪府（同1.47倍）、神奈川県（同1.42倍）、兵庫県

（同1.41倍）等が大きい（図表②）。

平成13年度における消費情報量の都道府県別のシ

ェアは、発信情報量、選択可能情報量と同様に東京

都（10.8％）が最も大きいが、2位の大阪府（6.8％）

との差は選択可能情報量と同程度である。また、住

民1人当たり消費情報量では、群馬県（全都道府県平

均の1.53倍）、石川県（同1.49倍）、徳島県（同1.32倍）、

奈良県（同1.30倍）、岡山県（同1.16倍）などが大き

いが、他の発信情報量、選択可能情報量と比較する

と、多くの都道府県は全都道府県平均近くに分布し

ており、地域間格差は小さい（図表③）。

このように、情報流通における地域格差は、発信

の段階で大きいものの、消費の段階では比較的小さ

い状況にある。
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（出典）「情報流通センサス調査」

13年度都道府県別1人当たり発信情報量の全国平均比（右軸） 13年度都道府県別シェア（左軸） 

図表①　発信情報量の都道府県別シェアと1人当たり発信情報量の全国平均比
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13年度都道府県別1人当たり選択可能情報量の全国平均比（右軸） 13年度都道府県別シェア（左軸） 

図表②　選択可能情報量の都道府県別シェアと１人当たり選択可能情報量の全国平均比
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図表②、③　（出典）「情報流通センサス調査」 

13年度都道府県別1人当たり消費情報量の全国平均比（右軸） 13年度都道府県別シェア（左軸） 

図表③　消費情報量の都道府県別シェアと１人当たり消費情報量の全国平均比


